










るものではない｡ とすれば, この制度に対し, いま社会からいかなる要請がなされているかを
確かめることは, そのあり方を検討する際に最優先すべき作業であろう｣, と｡
ここには財務報告制度という会計システムが社会システムの一つとして位置づけられるとと
もに, そのあり方は ｢時代や環境の違い [という]……社会からの要請によって与えられる｣




















まず企業会計審議会は ｢金融商品に係る会計基準｣ (    年１月) を公表した｡ ところがこ・・
の会計基準は８年経過すると, 企業会計基準委員会によって ｢金融商品に関する会計基準｣
・・・
(    年８月) へ改正された｡ この改正によって名称は変えられたが内容に変更はない｡ 問題
は名称ではなく, 会計基準設定機関が公的セクターから私的セクターへ変更されたことにある｡
金融商品会計基準が設定されたいきさつについて同基準の ｢経緯｣ から要約してみると, 以
下のとおりである｡
まず企業会計審議会は    年５月に ｢先物・オプション取引等の会計基準に関する意見書等






｢金融商品に関する会計基準｣ とのことである｡ しかし, なぜ会計基準設定機関が公的セクタ
・・・
ーから私的セクターに移されなければならなかったか, その理由はここに記されていない｡
さて ｢金融商品に関する会計基準｣ (以下 ｢金融商品会計基準｣ と略記) は, 有価証券を保




ここに ｢その他有価証券｣ という新しい勘定科目が登場する｡ その処理方法は以下のとおり
である｡
｢( ) その他有価証券   売買目的有価証券, 満期保有目的の債券, 子会社株式及び関連会社株式以外の有価
証券 (以下 ｢その他有価証券｣ という｡) は, 時価をもって貸借対照表価額とし, 評価差
額は洗い替え方式に基づき, 次のいずれかの方法により処理する｡  評価差額の合計額を純資産の部に計上する｡  時価が取得原価を上回る銘柄に係る評価差額は純資産の部に計上し, 時価が取得原価
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                                                               
を下回る銘柄に係る評価差額は当期の損失として処理する…｣, と｡
その他有価証券とは ｢売買目的有価証券, 満期保有目的の債券, 子会社株式及び関連会社株
式以外の有価証券｣ のことであるが, その中心は ｢持合株式１)｣ とされている｡ ともあれ持合
株式に時価基準が導入されることになった｡
その他有価証券に ｢その他｣ という修飾語を付した理由はどこにあるのか｡ これはたんに用
語の問題にとどまらず, あとでもみるとおり, 財務情報の開示問題に関わってくる｡ そこで,
いましばらくこのことについてみるとしよう｡ 金融商品会計基準の ｢結論の背景｣ は次のとお
り述べている｡
｢   …保有目的が明確に認められない有価証券は…一義的にその属性を定めることは困






｢いずれにも分類できない有価証券｣ という表現から明らかなとおり, この名称は ｢消去
法２)｣ によって設定されたものといえる｡ また, そのさいには重要性の原則が適用されたこと




がわれる｡ が, 結局 ｢その多義な性格に鑑み…売買目的有価証券と子会社株式及び関連会社株






準が導入されることは, それまで ｢一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行３)｣ とされて
持合株式の時価評価と配当規制   
１) さしあたり奥村宏 『最新版法人資本主義の構造』 (岩波現代文庫,     年), 岡部光明 『株式持合と
日本型経済システム』 (慶応義塾大学出版会,     年) を参照されたい｡
２) 醍醐聰 ｢金融商品の会計基準公開草案に対する意見｣ 『会計』 第   巻第５号,     年  月,    ペ
ージ｡






ただし, ここに導入された時価会計は, 金融商品の一部のみを時価評価する ｢部分時価評価｣









いては, 評価益も評価損も計上されるから, ここに齟齬は生まれない｡ これまで禁止されてき
た評価益が損益計算書に計上されることになったのである｡
それに対して, その他有価証券については, 評価益と評価損の扱い方がそれぞれ異なってい
る｡ 前掲のとおり ｢時価が取得原価を下回る銘柄に係る評価差額｣ すなわち評価損は, 損益計
算書上 ｢当期の損失｣ として処理されるのに対して, ｢時価が取得原価を上回る銘柄に係る評
価差額｣ すなわち評価益は, 貸借対照表上 ｢純資産の部｣ に計上されるが損益計算書の ｢当期
の利益｣ としては処理されない｡ 後者の評価益については, 損益計算書を経由せずに貸借対照
表の純資産に直接計上されることになる｡
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４) ｢さまざまの投資目的で保有される有価証券の評価損益が, そのごに変動した場合に, 会計上それ
をどのように反映させるかは, 企業会計の根幹に関わる重要な問題であろう｣ (勝尾裕子 ｢実現概念
と投資の回収可能性｣ 『会計』 第   巻１号,     年１月,   ページ)｡
                                                               
   また, 国際的な動向を見ても, その他有価証券に類するものの評価差額については,
当期の損益として処理することなく, 資産と負債の差額である 『純資産の部』 に直接計上




要素｣ があり, また ｢国際的な動向５)｣ をみても, そこに生じる ｢評価差額を直ちに当期の損
益として処理することは適切ではない｣ と考えて, 前掲の純資産直入法や ｢包括利益｣ をつう
じて純資産の部に計上する方法が採用されたのである｡




導入されたのである６) ｡ つまり, その他有価証券評価差額は, 当期利益をふくむ株主資本とし









脱, すなわち ｢会計の簿記離れ７)｣ が生じる｡
持合株式の時価評価と配当規制   
５) 有価証券評価益の処理に関しては, 海外でも紆余曲折を経て, 資本直入法による未実現利益の開示,
あるいは純利益を構成する実現利益の開示として制度化されてきた｡ イギリスの    第  号, 米
国の   第   号, さらには国際会計基準第  号, そして日本の金融商品会計基準はその潮流にあ
る (森川八洲男 ｢情報開示と原価主義会計の展開｣ 『企業会計』 第  巻第１号,     年１月)｡
６) ｢包括利益とは, 特定期間における純資産の変動額のうち, 報告主体の所有者である株主, 子会社
の少数株主, 及び将来それらになり得るオプションの所有者との直接的な取引によらない部分をいう｣
(｢討議資料 財務会計の概念フレームワーク｣     年  月)｡





保守主義との関係について, さきの ｢結論の背景｣ は以下のように述べていた｡
｢   その他有価証券のうち時価評価を行ったものの評価差額は, 前述の考え方に基づき,
























純資産直入法は, ほかならない総額主義の考え方に抵触する｡ ｢費用及び収益は, 総額によっ
て記載することを原則とし, 費用の項目と収益の項目とを直接に相殺することによってその全
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８) 低価法は, ｢原価法の枠内での原価配分の一形態｣ とみると, 時価基準の視点から捉えることがで


















真の意図はここにみることができる｡ 資金的理由から, 評価益を当期利益として認識せず, 持
合株式の ｢売却した期に一括して当期の業績として認識する９)｣ 純資産直入法は, くりかえす
までもなく情報開示要請に応えることにはならない｡ 見方をかえると, それとは反対に, 持合
株式が売却されるまでの各期に評価益を利益として計上する処理方法が, 透明性ある財務情報
を開示するものと考えられる｡
さて金融商品会計基準では, 資金的理由のほかに ｢国際的な動向｣ を掲げていた｡ すなわち
｢国際的な動向を見ても… 『純資産の部』 に計上する方法が採用されている｣ と述べていた｡
しかしながら株式持合は, 一般にいわれるとおり, 日本特有の株式所有構造ではなかったか｡








９) 田中建二 『金融商品会計』 新世社,     年,    ページ｡  ) 長谷川茂 ｢会計改革と複式簿記｣ (『会計』 第   巻第６号,     年６月) を参照されたい｡
                                                               
すでに明らかなとおり, 非論理的な会計基準が日本の会計システムとして成立している｡ こ







日本の大企業    社 (資本金  億円以上の製造業｡ 以下, ｢大企業｣ と略記) の有価証券保
有状況を ｢法人企業統計｣ からみると以下のとおりである｡
大企業では    年３月期現在, 有価証券 (流動資産の部の ｢有価証券｣ と固定資産の部の
｢投資有価証券｣)    兆円を保有している｡ これは総資産    兆円の   パーセントに相当し,
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も最近では, 有価証券と有形固定資産の大きさが逆転して,     年度 (あるいは    年度) か
ら有価証券が有形固定資産の規模を超えている｡








い有価証券は, しかし, その保有から得られる将来の利益を平均利子率 (リスクプリミアムを












(資料) 図表１に同じ｡  ) 高橋昭三 『現代経営財務 [二訂版]』 税務経理協会,     年,   ページ｡
                                                               




ったのが    年度   ％,   年度   ％,   年度   ％,   年度   ％,   年度   ％と減少し
たが,   年度は   ％と増加に転じたという報告がある  )｡
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資産合計      負債・資本合計     
(資料) 『有価証券報告書総覧 株式会社豊田自動織機』
                                                                
ているが, これは総資産の   ％に相当する｡ 一方, その他有価証券評価差額金は１兆    億




その内訳では, 豊田自動織機が, トヨタ自動車株を２億株 (   ％), デンソー株を    万
株 (   ％), 豊田通商株を   万株 (   ％) 保有している｡ 他方, 豊田自動織機株のうち    万株 (    ％) をトヨタ自動車が,     万株 (   ％) をデンソーが,     万株 (   ％)
を豊田通商が保有している｡ さきにみたその他有価証券評価差額金は, こうしてトヨタ自動車
株, デンソー株, 豊田通商株などの株価上昇による評価益を意味している｡ この評価益は, く
りかえすまでもなく, 損益計算書には計上されないが, 当期利益として処理されると資金繰り
問題に発展する可能性がある｡
日本企業一般の持合株式は, 最近, それほど高くなく減少傾向さえみられる｡ しかし巨大企
業では, 上にみるとおり, 決して軽視できる大きさではない｡ 鉄鋼業界やトヨタ・グループの
ケースをみても巨大企業では最近, 資本の巨大さにもかかわらず, 国際的   の防衛に向
けて株式持合を復活する動きがみられる｡ とすれば持合株式を ｢いずれにも分類できない有価
証券｣ として ｢その他有価証券｣ と分類するのがよいか, 検討の余地があるように思われる｡
さて持合株式の時価評価は, 株主資本利益率 (   ) を低下させるジレンマをかかえてい
る｡ 持合株式を時価評価して評価益が純資産に直接算入されると,    の分母が膨らみ, そ
の財務指標は低下する｡    が低下すればやがて利益引き上げとそのためのコスト削減が強
く求められてこよう｡ 持合株式の時価評価は,    低下をつうじて, 労働者リストラなどの
財務プレッシャーとならざるをえない  )｡
こうした時価会計導入のもとで, 今日の ｢企業経営者は, 金融商品についてその [コントロ
ールの及ばない] 評価差額をも含めて, 経営を行っていくことを求められるようになってい






が回収されてきた｡ それに対して, 有価証券という擬制資本は, このような現実資本と関わる
持合株式の時価評価と配当規制   
  ) 財団法人資本市場研究会編 『徹底討論 株式持ち合い解消の理論と実務』 財経詳報社,     年,    
ページ｡  ) 伊藤邦雄 『ゼミナール現代会計入門 [第６版]』 日本経済新聞社,     年,    ページ｡
                                                                






しているのが, 今日の金融 (派生) 商品に係わる会計問題にほかならない  )｣ のである｡
すでに明らかなとおり, 有価証券という擬制資本は, 今日では, 生産力ベースとなる現実資
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  ) 石川純治 『時価会計の基本問題―金融・証券経済の会計―』 中央経済社,     年,    ページ｡  ) ｢会計が担っている最も基本的な職能は, 財産の保全および運用に対する会計主体の会計責任 (ア
カウンタビリティ) の設定 (チャージ) からその解除 (ディスチャージ) にいたる過程を明らかにす



















  ) 弥永真生 ｢会計基準の会社法における受容｣ 『会計』 第   巻第３号,     年３月,   ページ｡
                                                                
